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厚 生労働 省社会保障改革 推進本部 の検討状況 につ いて (中間報告 )(修正 )

12月 5日 (月 )付けで配布 しました標記につきまして、以下の通 り修正しましたので、

修正後の資料を配布いたします。

・資料 1 厚生労働省社会保障改革推進本部の検討状況 (中間報告 )
該当箇所 修正前 修正後

表紙

(1ページ)

表題のみに修正

13ページ

(5)

○高齢者医療制度の見直 しについて
検討する。

○高齢者医療制度改革会議の取りまとめ
等を踏まえ、高齢者医療制度の見直しを
行う。権革専瞑卦籍辞井る。

17ページ

☆ 民主党の検討状況を踏まえつつ、
引き続き検討する。

☆ 国民的な合意に向けた議論や環境整
備を進め、平成 25年の国会の法案提出
に向けて
つ、引き続き検討する。

22ページ

(12)

〇 世界最高水準の長寿国である日
本において、現在進行している支給開
始年齢の引き上げとの関係や高齢者
雇用の進展の動向等に留意しつつ、中
長期的課題として、支給開始年齢の在
り方について検討する。

☆ 中長期的課題として、引き続き検
討を行う。 (来年の通常国会への法案
提出は行わない)

〇 世界最高水準の長寿国である日本に
おいて、現在進行している支給開始年齢
の引き上げ (注)と の関係や高齢者雇用
の進展の動向等に留意しつつ、中長期的
課題として、支給開始年齢の在り方につ
いて検討する。  (注 )現行の引き上
げスケジュールは男性 2025年まで、女性

☆ 将来的な中長期的課題として、中長
期的に引喜続き検討を行う。 (来年の通
常国会への法案提出は行わない)

27ページ

8.

○ 総合的な障害者施策の充実につ
いては、制度の谷間のない支援、障害
者の地域移行・地域生活の支援等につ
いて引き続き検討し、次期通常国会ヘ

の法案提出を目指す。

○ 総合的な障害者施策の充実について
は、制度の谷間のない支援、障害者の地
域移行・地域生活の支援等について引き
続き検討し、来年の次期通常国会への法
案提出を目指す。



・資料 2 社会保障改革で目指す将来像
該当箇所 修正前 修正後

2ページ

2010年      2014年
7,100カ所   →10,000カ 所
延べ 348万人 →延べ 3,952万人
637市町村  →950市町村

2010年      2014年
7,100カ 所  →10,000カ 所
延べ 348万人上 →延べ 3,952万人 (*2008
年時点)
637市町村  →950市町村

4ページ

医療

○ 高額療

養費制度

の見直し

※高齢者医療制度の見直 しについて
も引き続き検討

行うにつ専く長銅展野嘉討実詳

5ページ

○ 医療保険・介護保険の保険料の軽
減措置について、来年の通常国会への
法案提出に向けて、関係者の意見を聞
きながら引き続き検討する。

○ 医療保険・介護保険の保険料の軽減
措置について、来年の通常国会合の法案
提出に向けて、関係者の意見を聴き聞き
ながら引き続き検討する。

6ページ

※新 しい

年金制度

の検討

・ I所得比例年金」と「最低保障年金」
の組合せからなる新 しい年金制度の
創設に向け、国民的な合意に向けた議
論や環境整備を進め、その実現に取り
組む

短時間労働者への厚生年金・健康保険
の適用拡大、産前・産後休業期間中の
厚生年金保険料の保険料負担免除、
被用者年金の一元化について、関係者
の意見を聴きながら、来年の通常国会
への法案提出に向けて引き続き検討
する。
※支給開始年齢引上げは、中長期的課
題として、引き続き検討 (来年の通常
国会への法案提出は行わない。)

口 I FjrttLL911年 釜」と !最低保障年金」
の組合せからなる新しい年金制度の創設
に向け、国民的な合意に向けた議論や環

短時間労働者への厚生年金・健康保険の
適用拡大、産前・産後休業期間中の厚生
年金保険料の保険料負担免除、
被用者年金の一元化について、関係者の
意見を聴きながら、来年の通常国会への
法案提出に向けて引き続き検討する

益蓋纂墨管τ撃:1幸夏鰭島醤香讐轟彗握
討 (来年の通常国会への濠案提出は行わ
ない。)

境整備を進め、

9ページ
標題

消費税 5%引上げ分の使い途
婆唇酔信櫂風

10ページ

(3歳未満児の保育サービス利用率 )
(75万人 (24%))

(3歳未満児の保育サービス利用率)(75
万人 (2324%))

○認定こども園 358か所 ○認定こども園 358か所 (2009年 )

○一時預か り事業 348万 日 ⇒ 3952
万日

○一時預かり事業 延べ 348万人具 (2008
年)⇒ 延べ 3952万人暮

【医療】
訪間看護 (1日 あたり)

l訪間看護 (1日 あたり)」 の行を再下段
(【介護】)ヘ



資料 1

厚生労働省社会保障改革推進本部の検討状況について
(中間報告 )

厚生労働省

平成23年 12月 5日



1     厚生労働省社会保障改革推進本部の検討状況について(中間報告)    |

社会保障改革については、「社会保障口税一体

改革成案(平成23年6月 30日政府・与党社会
保障改革検討本部決定)」で示された個別分野
の具体的改革項目に従つて、着実に改革に取り

組み、社会保障の機能強化(充実と重点化・効

率化)を図る。

厚生労働省では、成案とりまとめ以降、省内に社会保障

改革推進本部を設置するとともに、社会保障審議会(※ )、

子ども・子育て新システム検討会議等で、個別改革項目
の具体化に向けた議論を進めてきた。これらの議論の

状況等を踏まえ、現時点での厚生労働省社会保障改革

推進本部での社会保障改革の検討内容を報告する。

※ 医療部会、介護保険部会、医療保険部会、年金部会、短時間

労働者への社会保険適用等に関する特別部会、介護給付費分科会

威案に従つて、以下の方向性に沿つて、個別改革項目に取り組む。
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改革の方向性

―●

●(」騨掌麗誅鋤

未来への投資
(子ども。子育て支援)の強化

医療口介護サービス保障の強化
社会保険制度の

セーフティネット機能の強化

・ 子ども。子育て新システムの創設
う子どもを産み、育てやすい社会に

高度急性期への医療資源集中投入など入院医療強化、地域包括ケアシステムの構築等
う どこに住んでいても、その人にとつて適切な医療・介護サービスが受けられる社会ヘ

多様な働き方を支える
社会保障制度ヘ

全員参加型社会、
ディーセント・ワークの実現 .

。すべての人の自立した生活の実現に向け、就労や生活の支援を行うとともに、

低所得者へきめ細やかに配慮
→ 全ての国民が参加できる社会ヘ

・ 短時間労働者への社会保険適用拡大、被用者年金の一元化
→ 出産・子青てを含めた多様な生き方や働き方に公平な社会保障制度ヘ

。若者をはじめとした雇用対策の強化、非正規労働者の雇用の安定・処遇の改善等
→誰もが働き、安定した生活を営むことができる環境ヘ

・ 消費税の使い道を、現役世代の医療や子育てにも拡大、
基礎年全国庫負担2分の1の安定財源確保
う現役世代への支援を強化し、あらゆる世代が広く公平に社会保障の負担を分かち合う

“

お
社会保障制度の安定財源確保



1。 子ども0子育て新システム

すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもと子育て家庭を応援する社会の実現に向け、

地域の実情に応じた保育等の量的拡充、幼保一体化などの機能強化を行う子ども・子育て新システムを

創設する。

子ども・子育て新システム

○子ども。子育て新システムを創設する。

: ☆ 恒久財源を得て、早期に本格実施する (それまでの間は、法案成立後、平成25年度を目途に、   :
: 子ども・子育て会議 (仮称)や国の基本方針など可能なものから段階的に実施)           :
: ☆ 税制抜本改革とともに、来年の通常国会に法案提出                     :

I 給付設計
(1)幼保一体化
① 給付システムの一体化
・ こども園給付 (仮称)の創設 (給付の一体化・強化 )
・ 多様な保育事業の量的拡大 (指定制度の導入)
・ 地域における学校教育・保育の計画的整備 (市町村新システム事業計画 (仮称)の策定等 )

② 施設の一体化
口「総合施設 (仮称)」の創設 (学校教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供)

(2)地域型保育給付(新設)
○ ′Jヽ規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

(3)延長保育事業、病児・病後児保育事業

(4)放課後児童クラブ



‐ 1。 子ども・子育て新システム

子ども・子育て新システム

(5)すべての子ども口子育て家庭への支援
① 子どものための現金給付

② 地域子育て支援事業(仮称)→ 地域子育て支援拠点事業、一時預かり等
③ 妊婦健診

Ⅱ 新たな一元的システムの構築
(1)実施主体は基礎自治体(市町村)(2)社会全体による費用負担
(3)政府の推進体制・財源を一元化 (4)子育て当事者等が参画する子ども。子育て会議(仮称)の設置

Ⅲ 新システム実施のための財源確保による量的拡充口質の改善
○ 潜在ニーズを含む保育等の量的拡充
○ 職員配置の充実等の質の改善

○ 新システム実施までの間も、子ども・子育てビジョンに基づき保育等の計画的基盤整備に取り組む
とともに、新システム移行に向けた多様な保育の推進を図る。

<24年度の主な関連施策等>※ 一部を除き平成24年度概算要求中
○ 待機児童解消のため、保育所等の受け入れ児童数を拡大(運営費の確保)。
○ 安心こども基金の延長等の検討
○ 待機児童解消「先取り」プロジエクトによる新システムを見据えた対策
(グループ型小規模保育事業、地方版子ども。子育て会議のモデル事業等 )
○ 放課後児童対策の充実

Ｅ
υ



2.医療・介護等①

(地域の実情に応じた医療・介護サービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化)
高齢化が一段と進む2025年に、どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・介護サービスが
受けられる社会を実現する。

(1)医療サービス提供体制の制度改革

○ 急性期をはじめとする医療機能の強化、病院・病床機能の役割分担・連携の推進、在宅医療の充実等
を内容とする医療サービス提供体制の制度改革を行う。

<今後の見直しの方向性>
① 病院・病床機能の分化口強化
・ 急性期病床の位置づけを明確化し、医療資源の集中投入による機能強化を図るなど、病院・病床の機能分化・強化

を推進

② 在宅医療の推進
。在宅医療の拠点となる医療機関の趣旨及び役割を明確化するとともに、在宅医療について、達成すべき目標、医療
連携体制等を医療計画に記載すべきことを明確化するなどにより、在宅医療を充実

③ 医師確保対策
・ 医師の地域間、診療科間の偏在の是正に向け、都道府県が担う役割を強化し、医師のキャリア形成支援を通じた

医師確保の取組を推進

④ チーム医療の推進
・ 多職種協働による質の高い医療を提供するため、高度な知識・半1断が必要な一定の行為を行う看護師の能力を認証
する仕組みの導入などにより、チーム医療を推進

☆ あるべき医療提供体制の実現に向けて、診療報酬改定及び介護報酬改定、都道府県が策定する

新たな医療計画に基づく地域の医療提供体制の確保、補助金等の予算措置等を行うとともに、医療法等

関連法の法律改正を順次行う。そのため、来年の通常国会以降速やかな法案提出に向けて、関係者の
意見を聴きながら引き続き検討する。



2.医療・介護尋①

(2)地域包括ケアシステムの構築       |
Oで きる限り住み慣れた地域で在宅を基本とした生活の継続を目指す地域包括ケアシステム (医療、介護、
予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援)の構築に取り組む。

<今後のサービス提供の方向性>
① 在宅サービス・居住系サービスの強化
・ 切れ日のない在宅サービスにより、居宅生活の限界点を高めるための24時間対応の訪問サービス、
小規模多機能型サービスなどの充実
・ サービスつき高齢者住宅の充実

② 介護予防・重度化予防
・ 要介護状態になる高齢者が減少し、自立した高齢者の社会参加が活発化する介護予防を推進
・ ケアマネジメントの機能強化

③ 医療と介護の連携の強化
口他制度、多職種のチームケアの推進
・ 小規模多機能型サービスと訪間看護の複合型サービスの提供
・ 退院時・入院時の連携強化や地域における必要な医療サービスの提供

④ 認知症対応の推進
・ 認知症に対応するケアモデルの構築や地域密着型サービスの強化
・ 市民後見人の育成など権利擁護の推進

改正介護保険法の施行、介護報酬及び診療報酬改定、補助金等の予算措置等により、地域包括ケア
システムの構築を推進する。



医療・介護等①

(3)その他

○ 診療報酬・介護報酬改定、補助金等予算措置等により、成案に掲げられた以下についても、取組を推進
する。

・ 外来受診の適正化等 (生活習慣病予防等)
・ ICTの活用による重複受診口重複検査、過剰な薬剤投与等の削減
・ 介護予防・重度化予防
・ 介護施設の重点化 (在宅への移行)
・ ケアマネジメントの機能強化
・ 居住系サービスの充実
・ 施設のユニット化
ロマンパワー増強
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1 2。 医療・介護等①

/ <24年度の主な関連施策等(i)>  |

0上記(1)～ (3)を実現するため、24年度では主に以下の関連施策等を行う。

(1)診療報酬・介護報酬改定
○ 診療報酬改定及び介護報酬改定において、以下の取り組みを進める。

I.<平成24年診療報酬改定の基本方針 ～二つの重点課題と四つの視点～>
① 2つの重点課題
○ 病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減

○ 医療と介護の役割分担の明確化と地域における連携体制の強化の推進及び地域生活を支える
在宅医療等の充実

② 4つの視点
○ 充実が求められる分野を適切に評価していく視点
・ がん医療の充実、認知症対策の促進 等

○ 患者等から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で生活の質にも配慮した医療を実現する視点
・ 退院支援の充実等の患者に対する相談支援体制の充実 等

○ 医療機能の分化と連携等を通じて、質が高く効率的な医療を実現する視点
・ 急性期、亜急性期等の病院機能に合わせた効率的な入院医療の評価、慢性期入院医療の適正な評価 等

○ 効率化余地があると思われる領域を適正化する視点
・ 後発医薬品の使用促進 等



1 2.医療0介護等①

<2 の主な関連施策等(1)>

I.<平成24年介護報酬改定の基本的考え方>

① 地域包括ケアシステムの基盤強化
日高齢者の自立支援に重点を置いた在宅・居住系サービス
・ 要介護度が高い高齢者や医療二―ズの高い高齢者に対応した在宅・居住系サービス

② 医療と介護の役割分担・連携強化
・ 在宅生活時の医療機能の強化に向けた、新サービスの創設及び訪間看護、
リハビリテーションの充実並びに看取りへの対応強化
・ 介護施設における医療二一ズヘの対応
・ 入退院時における医療機関と介護サービス事業者との連携促進

③ 認知症にふさわしいサービスの提供
・ 認知症早期診断・対応体制の確立と認知機能の低下予防
・ 認知症にふさわしい介護サービス事業の普及 等

④ 質の高い介護サービスの確保
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1 2。 医療0介護等①

/  <24年度の主な関連施策等(iii)>  |

(2)医療計画作成指針の改定等
○ 平成24年度における都道府県による新たな医療計画 (平成25年度より実施)の策定に向け、医療
計画作成指針の改定等を年度内に行う。

・ 医療機能の分化・連携を推進するため、医療計画の実効性を高めるよう、二次医療圏の設定の考え方
を明示するとともに、疾病口事業ごとのPDCAサイクルを効果的に機能させるよう見直し
口在宅医療について、達成すべき目標、医療連携体制等を記載
口精神疾患を既存の4疾病に追加し医療連携体制を構築

(3)補助金等予算措置による取組の推進
○ 医療サービス提供体制の強化や地域包括ケアシステムの構築に向け、補助金等必要な予算措置
を講じる。

(4)改正介護保険法の施行
○ 地域包括ケアシステムの構築など、成案で掲げられた介護のサービス提供体制の機能強化を推進する

観点から、平成23年通常国会で成立した介護サービスの基盤強化のための介護保険法等一部改正法
の円滑な実施を図る。 (24時間対応の定期巡回・随時対応型サービス 等 )



3.医療・介護尊②

(保険者機能の強化を通じた医療口介護保険制度のセーフティネット機能の強化コ給付の重点化、逆進性対策)

働き方にかかわらない保障の提供、長期高額医療を受ける患者の負担軽減、所得格差を踏まえた財政
基盤の強化・保険者機能の強化、世代間・世代内の負担の公平化、といった観点から、医療保険・介護
保険制度のセーフティネット機能の強化を行う。

(1

○

)市町村国保の低所得者保険料軽滅の拡充など財政基盤の強化と財政運営の都道府県単位1ヒ
~

低所得者保険料軽減の拡充や保険者支援分の拡充等により、財政基盤の強化を行う。併せて、市町村
国保の財政運営の都道府県単位化を進める。

:☆ 「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」において、引き続き具体的内容についての :

: 検討を進める。税制抜本改革とともに、来年の通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見を聴き :
: ながら引き続き検討する。                                 ・

(2)短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大

04Ⅱ (6)の短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大に併せ、被用者保険の適用拡大を行う。

☆ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大を、可能な限り早い段階で実施する。

☆ 被用者保険の適用対象となる者の具体的範囲、短時間労働者が多く就業する企業への影響に対する
配慮等の具体的制度設計について、実施時期も含め引き続き検討する。来年の通常国会への法案提出
: に向けて、関係者の意見を聴きながら引き続き検討する。
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3。 医療・介護尊②

(3)長期高額医療の高額療養費の見直し
○ 増大する長期・高額な医療に対応するため、長期にわたって高額な医療費がかかる患者の負担の軽減、
中低所得者 (市町村民税非課税世帯ではないが所得が低い者)の患者負担の軽減を検討する。

:☆ (4)の受診時定額負担等の導入の検討と併せて引き続き検討する。来年の通常国会への法案提出に :

: 向けて、関係者の意見を聴きながら引き続き検討する。                     ・

(4)綸付の重点化の検討
○ 給付の重点化の観点から、(3)の高額療養費の見直しによる負担軽減の規模に応じて、受診時定額
負担等を、低所得者に配慮しながら、検討する。

講.…口‖て.、瀾係煮の意見を聴熱 力ヽら月1言続き検鎮 _.る p¨……

1通常国会への法案提出に   ::☆ (3)の高額療養費の見直しの検討と併せて引き続き検討する。来年の通常国会への法案提出に
:   

―
,1__ 口 ‐

=― 一
 ⌒

― ―
工 ‐ ‐ 工  と ― ,゛ ヽ ― ,ユ ′ ‐ 二 i^二 1 1 ‐

(5)高齢者医療制度の見直し
○ 高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢者医療制度の見直しを行う。

○ 高齢者医療の支援金を各被用者保険者の総報酬に応じた負担とする措置について検討する。
(注 )現在は、平成24年度までの特例として、支援金の3分の1を総報酬に応じた負担とする措置が講じられるとともに、
併せて、協会けんぼに対する国庫補助率を13%から16.4%とする措置が講じられている。

070歳 以上75歳未満の方の患者負担について、世代間で不公平が生じていること等から、本来の2割
負担に戻すことを検討する。
(注)現在は、2割負担と法定されている中で、毎年度、約2千億円の予算措置により¬割負担に凍結されている。    |
:☆ 具体的内容について引き続き検討する。来年の通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見を  :
:  tt■_ュ __`゛ ¬ヽ:ェ ′‐工1人二1上 ウ
l.…聴きながら31き続き検紺 .る..…………………………………………̈…̈………………………………………………Ⅲ………………………………̈わ



3。 医療・介護等②

(6)国保組合の国庫補助の見直し

○ 保険者間の公平を確保する観点から、所得水準の高い国民健康保険組合に対する国庫補助の見直し
を行う。

☆ 医療保険制度改革の一環として、来年の通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見を聴き

ながら引き続き検討する。

(7)介護1号保険料の低所得者保険料軽減強化

|○ 今後の高齢化の進行に伴う保険料水準の上昇や消費税引き上げに伴う低所得者対策強化の観点を
1 踏まえ、公費を投入することにより、1号保険料の低所得者軽減強化を行う。

|:X具 裕 r・J円 合 に りい tラ :ご机 ご 快 日J attαりo。 こ、来年の通常国会への 出に :

(.……口.墜百.1.閾堡
者の意見を聴きながら引き続き検討する。                     ・

… … … … … … … … ・・・ … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …
・・・・・・ … … … … … … … ・・ ・ … … … … … … … … … … … …・・

:´ ′

(8)介護納付金の総報酬■導入等
○ 今後の急速な高齢化の進行に伴つて増加する介護費用を公平に負担する観点から、介護納付金の負担
を医療保険者の総報酬に応じた按分方法とする(総報酬割の導入)ことを、検討する。
|  また、現役世代に負担を求める以上、高齢者も応分の負担をしていかなければならないことにも鑑み、
一定以上の所得者の利用者負担割合の引上げなど給付の重点化についても、検討を行う。
(注)現行は、介護納付金は各医療保険の加入者数に応じて按分されている。

:☆ 来年の通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見を聴きながら引き続き検討する。      :



3。 医療・介護等②

(9)その他介護保険の対応

○ 軽度者に対する機能訓練等重度化予防に効果のある給付への重点化の観点から、平成24年度介護
報酬改定において、対応を行う。

○ 第6期の介護保険事業計画 (平成27年度～平成29年度)の施行も念頭に、介護保険制度の給付の
重点化・効率化とともに、予防給付の内容・方法の見直し、自立支援型のケアマネジメントの実現に向けた
制度的対応を、引き続き検討する。

(10)後発品のさらなる使用促進、医薬品の患者負担の見直し

○ 後発医薬品推進のロードマップを作成し、診療報酬上の評価、患者への情報提供、処方せん様式の

変更、医療関係者の信頼性向上のための品質確保等、総合的な使用促進を図る。また、先発医薬品の
薬価を引き下げる。

○ 医薬品の患者負担の見直しについては、成案に「医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の価格水準
も考慮して見直す」とあることを踏まえ、引き続き検討する。

(11)総合合算制度
○ 税・社会保障の負担が増加する中で、低所得者の負担軽減により所得再分配機能を強化する。
そのため、制度単位ではなく家計全体をトータルに捉えて、医療・介護・保育等に関する自己負担の合計額
に上限を設定する「総合合算制度」を創設する。

:☆ 制度実現には、番号制度等の情報連携基盤の導入が前提であるため、平成27年度以降の導入に  :
: 向け、引き続き検討する。



3。 医療・介菫尊②

(12)難病対策

O(3)の長期高額医療の高額療養費の見直しのほか、難病患者の長期かつ重度の精神的・身体的日経済
的負担を社会全体で支えるため、医療費助成について、法制化も視野に入れ、助成対象の希少・難治性
疾患の範囲の拡大を含め、より公平・安定的な支援の仕組みの構築を目指す。
また、治療研究、医療体制、福祉サービス、就労支援等の総合的な施策の実施や支援の仕組みの
構築を目指す。

i☆ 弓|き続き検討する。                                   
・
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